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施要綱
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針路 02
分野施策 0206

１　事業概要 ５　事業説明

SDGsｺﾞｰﾙ
SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

1,4,5,10
1-2,1-3,4-4,4-5,5-4,10-4

　ひとり親家庭や貧困家庭等の子供の福祉向上を図るた
め、次の事業を実施する。
　ア　母子・父子家庭自立支援給付金支給事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 88,880千円
　イ　母子緊急一時保護事業　　 　　   　2,057千円
　ウ　母子・父子自立支援プログラム策定事業317千円
　エ　ひとり親家庭等日常生活支援事業　    566千円
　オ　ひとり親家庭等生活向上事業　  　 99,380千円
　カ　高等学校卒業程度認定試験合格支援事業600千円
　キ　ひとり親家庭等職業訓練促進資金貸付金事業
                                    　239,000千円
　ク　ひとり親家庭スタートアップ支援事業1,166千円
　ケ　面会交流支援事業                  1,859千円

（１）事業内容 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　219,684千円
　　ア　母子家庭・父子家庭自立支援給付金支給事業　　　　　　　　　　　              　　　  　  88,880千円
　　　(ｱ)自立支援教育訓練給付金※町村在住者対象
　　　　指定した講座を受講したひとり親家庭の母又は父に、受講料の6割相当額を支給する。
　　　(ｲ)高等職業訓練促進給付金等（106,150千円）※町村在住者対象
　　　　ひとり親家庭の母又は父が養成機関で修業する場合に、給付金（月額10万円）を支給する。
　　イ　母子緊急一時保護事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　2,057千円
　　　　　ＤＶ防止法による一時保護委託の適用が困難で、かつ緊急に自宅を出ざるを得なくなった行き場のない母と
　　　　子を母子生活支援施設に一時保護する。
　　ウ　母子・父子自立支援プログラム策定員設置事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　317千円
　　　　　母子・父子自立支援プログラム策定員を設置し、児童扶養手当受給者の個々の事情等に対応した自立支援
　　　　プログラムを策定して、経済的自立に向けたきめ細やかな支援を行う。
　　エ　ひとり親家庭等日常生活支援事業　※市町村補助事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　566千円
　　　　　日常生活等に支障が生じた母子家庭等に、家庭生活支援員を派遣する。
　　オ　ひとり親家庭等生活向上事業　　　※市町村補助事業　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 99,380千円
　　　　　個々の家庭の状況に応じた生活支援及びひとり親家庭の子供に対する学習支援、貧困家庭等の子供への食事
　　　　の提供等を行う。
　　カ　高等学校卒業程度認定試験合格支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 600千円
　　　　　就業につなげるため高等学校卒業程度認定試験合格のための講座を受講する場合に費用の一部を助成する。
　　キ  ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付金事業　　　　                          　　　　   239,000千円
　　　　　ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付金事業を実施する団体に、県が事業費及び事務費を補助し、同団体
　　　　が高等職業訓練促進給付金支給者に入学準備金（50万円）と就職準備金（20万円）を、母子父子自立支援プロ
　　　　グラム策定者に住宅支援資金（上限月額４万円）を貸し付ける。
　　ク　ひとり親家庭スタートアップ支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,166千円
　　　　　離婚時に養育費や面会交流等についての取決め重要性の周知を図るとともに、市の取組を3年程度バック
　　　　アップし、他市への浸透を図る。また、離婚前、離婚手続、離婚後のそれぞれのステージでの支援を行う。
　　ケ　面会交流支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,859千円
　　　　面会交流を希望し合意が得られた低所得のひとり親家庭支援施策の一環として継続的な面会交流の支援を行う。

２　事業主体及び負担区分
ア,カ (国3/4・県1/4）イ,ウ（県10/10）
エ,オ（国1/2・県1/4・市町村1/4）
キ（国9/10・県1/10）事業者0　ク（県10/10）
ケ（国1/2・県1/2）

３　地方財政措置の状況
ウ　普通交付税
（区分）社会福祉費　（細目）児童福祉費
（細節）児童措置費　（積算内容）母子生活支援施設

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×0.4人＝3,800千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比国庫支出金

決定額 433,825 360,832

前年額 219,684 150,805 68,879

― 福祉部 318 ―

県民の暮らしの安心確保

72,993 214,141

生活の安心支援



 

事業名

単位事業名 予算額 88,880千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

扶助費 88,880 △26,820

合計 88,880 △26,820

単位事業名 予算額 2,057千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

役務費 60 △30

委託料 1,997 △174

合計 2,057 △204

事業内訳書

ひとり親家庭福祉推進事業費

母子家庭・父子家庭自立支援給付金支給事業

主な内容

母子緊急一時保護事業

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 317千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

報償費 97 0

需用費 99 0

役務費 120 0

負担金、補助及び交付金 1 0

合計 317 0

単位事業名 予算額 566千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 566 △57

合計 566 △57

母子・父子自立支援プログラム策定事業

主な内容

ひとり親家庭等日常生活支援事業

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 99,380千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 99,380 4,778

合計 99,380 4,778

単位事業名 予算額 600千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

扶助費 600 0

合計 600 0

単位事業名 予算額 239,000千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 239,000 234,585

合計 239,000 234,585

ひとり親家庭等生活向上事業（市町村）

主な内容

高等学校卒業程度認定試験合格支援事業

主な内容

ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付金事業

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 1,166千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

報償費 260 0

旅費 7 0

需用費 9 0

使用料及び賃借料 100 0

負担金、補助及び交付金 790 0

合計 1,166 0

単位事業名 予算額 1,859千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

委託料 1,859 1,859

合計 1,859 1,859

ひとり親家庭スタートアップ支援事業

主な内容

面会交流支援事業

主な内容


